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家のすぐ横に設置し、電気と熱を同時に取出し、両方を無駄なく使うシステム 
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出典：JEMA（日本電機工業会）講演会資料 

家庭用燃料電池エネファームの設置イメージ 
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東芝製エネファームの構成 

燃料電池 

改質装置 

水ポンプ 

水処理装置 

電気系 
（パワコン＆制御装置） 

貯湯タンク 

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾎﾞｲﾗｰ 

制御基板 
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燃料電池によるエネルギーの有効活用 

発電する時に  
発生する熱まで 
エネルギーとして
有効に使える!! 

Eco 

発電所と使う場所が
離れているため、発
電時に発生した熱は
利用されず捨てます 

使う場所で発電す
るので、発電時に
発生した熱を給湯
などに利用する事

ができます 

35~50% 

80~95% 
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家庭のCO2排出大幅削減に応えるエネファーム 

エネファームの商品化・普及で「低炭素社会の実現」に貢献 

みなさまのご自宅にエネファー
ムが設置されたら・・・ 

年間1.2～1.6tonのCO2を削減 

6 

重要視される家庭部門のCO2排出量削減 

日本の家庭部門のCO2排出量の推移 

（億トン） 
2.0 

1.8 

1.6 

1.2 

基準年 
（1990年度） 

2006年度 2007年度 

1.27 
1.4 

 

-4.4% 

1.66 

+30.7％ 

1.80 

+41.7％ 

2008年度 
<速報値> 

1.72 

+35.4％ 

達成 
目標 
１．２ 

京都議定書の達成目標 
<基準年ﾏｲﾅｽ6%> 

30％の 
削減が必要 

目標との乖離 
30％ 

出典：環境省 「2008年度の温室効果ガス排出量（速報値）について」より抜粋 

大規模実証で実証されたCO2削減効果 
 08年当時で、平均1.2トン／年の削減効果 
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2020～ 

家庭用燃料電池の導入シナリオ 

今後の導入 

シナリオ 
（導入ｲﾒｰｼﾞ） 

2010～ 2005～ 2000～ 

導入目標 

2002年～ 
実証試験 

基盤整備。 

技術実証段階 

導入段階 普及段階 本格普及段階 

2005～2008年 
大規模実証事業 

市場導入期： 
本格補助制度開始 
数千⇒数万台 

普及期： 
数万台⇒数十万台 

本格普及・自立期： 
数十万台以上 

2020年 

家庭用140万台 

実証段階から 
補助事業段階 
への移行 

補助事業から 
事業自立への 

移行 

取組実績 
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エネファーム販売開始と普及拡大 

家庭用燃料電池に「エネファーム」という共
通の名称がつけられ、 2009年1月28日、政
府代表、エネルギー企業各社社長にて販売
開始を共同宣言。 

主要メディアでも報道 

2009年の販売開始 

‘09年の商用化開始以降、補助金制度下
でエネファームの普及が拡大。現在、累積
で7万台を超え、8万台に迫る普及状況。
年間、10万トン以上のCO2削減に貢献。 

注） 燃料電池普及促進協会（FCA)データ参照 

［年度］ 
［
台

数
：
千

台
］
 

43,967 

販売開始以降の普及概況 

13年度は、 

3.2～3.5万台 

の見込み 
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エネファームが国の施策の確固たるポジションに 

出典；経済産業省 
「Cool Earth －エネルギー革新技術計画」 

  （2008年） 
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「エネルギー基本計画」 （２０１４年４月） 

７４（１１） ・・・水素（水素社会） 
                
２５     ・・・燃料電池 

「エネルギー基本計画」 （２０１４年４月） 
第３章 エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 
 第８節 安定供給と地球温暖化対策に貢献する水素等の新たな二次エネルギー構造への変革 

３．“水素社会”の実現に向けた取組の加速 
（１）定置用燃料電池（エネファーム等）の普及・拡大 
・最も社会的に受容が進んでいる水素関係技術はエネファームである 
・我が国では、燃料電池の技術的優位性を背景に、世界に先駆けて６万台以上が設置 
・国内外の市場開拓を進めるべき時期にある。 
・２０２０年には１４０万台、２０３０年には５３０万台の導入を目標 

 

これは、エネファームファミリーにとって、更なるチャレンジであると同時に画期的な出来事である 
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 発電システムの「東芝」が開発する「定置用燃料電池・エネファーム   

地熱発電 

水力発電 

核融合 

コンバインドサイクル 

原子力発電 

メガソーラー 

東芝の電力システム技術を投入し、燃料電池に取組んでいます 

火力発電 定置用燃料電池 
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東京電力向け11MWﾌﾟﾗﾝﾄ(23k hrs.） 

NEDOﾌﾟﾛ1MWﾌﾟﾗﾝﾄ(16khrs). 

ｵﾝｻｲﾄ型200kW機 PC25C 

       (全世界280台出荷） 

  1980         1990              2000  
50kW ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 

NEDOﾌﾟﾛ1MW加圧ﾌﾟﾗﾝﾄ 

1978年のPAFC本格取組み開始／30年に及ぶ技術蓄積とﾌｨｰﾙﾄﾞ経験 

PAFC開発 

東芝におけるエネファーム開発経緯 

導入支援補助 

 新規技術を盛り込んだ改良システムを毎年開発・実機検証し、商用化を実現 

家庭用PEFC開発 

自販機モデル 00年度モデル 05年度モデル 02年度モデル 

NEF大規模実証事業 NEF・IBEC実証試験 

09年度モデル 

1999   2000   2001  2002   2003   2004   2005   2006   2007  2008  2009  2010   2011  2012  2013  2014  

第１ﾓﾃﾞﾙ 

ミレニアムPJ 

07年度モデル 

大規模 

初ﾓﾃﾞﾙ 

大規模 

最終ﾓﾃﾞﾙ 
商品機 普及機 

13 

本格普及機 
‘14年発売 

12年度モデル 
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東芝燃料電池システムのエネファーム事業推移 
 2005～08年；大規模実証事業参画を通じ、①初期商用機開発、②製造準備、
③エネ事業者と連携して販売・メンテナンス体制構築の3要素を実現 

 2009年度；商用化を開始。3年間で8,000台納入。 
 2012年度；新型機を発売。年産数万台規模への移行。２年間で30,000台納入 
 2013年度秋；更なる量産拡大に向けた製造拠点の移転（年産10万台を視野） 
 2014年4月；新型機（第3世代機）を発売 

普及期 市場拡大 

2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 年 

初期商用期 市場形成 大規模実証事業(導入総数 3,307台） 

大規模実証事業参画 
・合計748台を出荷 
・実フィールド検証 
・累積発電時間1,000万時間以上 
・最長運転時間約3万時間 

・技術開発、商品設計 
・製造準備、生産体制構築 

 生産台数 
年産 数万台規模 

生産台数 
年産 2,000～5,000台 

開発推進 
・年産20～30台 
・ﾌｨｰﾙﾄﾞ試験 

・エネルギー事業者との 
  販売体制確立＆保守体制整備 

(年度) 

(台数) 

エネファーム発売開始から5年間
で、東芝FCPとして4万台に迫る
累積台数を実現。 ＊FCA情報参考＊ 

1641 
2651 

4123 
12388 

17597 

1641 

4292 
8415 

20803 

38400 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000

45000

2009 2010 2011 2012 2013

年間出荷台

数(台) 

累積台数(台) 
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 2014年度新型機の市場投入 

15 

FC EXPO 2014でもご紹介 
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 新型14年度機における主な改善検討 
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・技術・調達・製造の３アプローチ 
・“Reduce”をコンセプトにCD加速 
⇒実績：09年度から半減(04年度の1/15) 

集積配管は、部品数
を大幅に低減 

低コスト化 

その他製品性向上 

・郊外の深夜相当の静粛性実現(37dB) 

・都市部の設置性を考えた奥行長の低減(79⇒70cm) 

より高い環境性 

・効率改善と耐久性向上の合わせ技でより高い
環境性を指向 

⇒CO2削減は初号機の1.3t/年から1.6t/年へ 

累積運転時間(hr) 
起

動
停

止
回

数
 

発電出力(W) 

総
合

効
率

(%
) 
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拡張自立発電機能付ｴﾈﾌｧｰﾑ 集合住宅向けエネファーム 

1.パイプ・シャフト床面積約1.1㎡ 
2.パイプ・シャフト設備に必要な強制給排気(FF) 

   方式を採用 
3.高層階にも設置可能な耐震性を確保 

1.停電発生時にエネファームが停止中でも電力 
  供給（350W）しながら起動 

2.自立運転中は、最大1.7kWまで電力供給可能 
3. 通常運転中でも、最大1.7kWまでの出力と、 
  高い負荷追従性により、家庭の電力需要を 

  大きくカバーし、省エネ性をアップ 

アプリケーション拡充 

17 
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何故、日本は世界に先駆けエネファームを商用化出来たか？ 
                            （死の谷の克服） 

2009年度に、世界に先駆けて家庭用燃
料電池の製品化に成功！！ 

19 

3つの力                5つの要因 

システムメーカの長い技術蓄積 

と高度な技術 

[企業の技術力] 

FCCJ／日本企業連合： 

テーマなど共同取組み 

エネルギー会社とメーカとの 

パートナーシップ 

[企業連携の力] 

METIを中心とした政府の
強力なリーダシップ 

 

商用化を目指した国プロ 

（NEDOプロ）展開 

[政府の牽引力] 

大規模実証事業 
NEDO補機Pj 

FCCJ次世代技
術検討会 
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燃料電池の実用化を目指したNEDOの取組み 

①技術開発、②実証研究、③標準化・
基準化を３本柱に、燃料電池の実用
化を意識した活動を計画的に展開。 
 

定置用燃料電池
実証研究

（H14～16年度

定置用燃料電池
実証研究

（H14～16年度

定置用燃料電池
大規模実証研究事業

（H17-20年度）

定置用燃料電池
大規模実証研究事業

（H17-20年度）

2010（H22年）2005（H17年）2000（H12年）

基盤整備。技術実証段階基盤整備。技術実証段階 導入段階導入段階 市場化（初期商用化市場化（初期商用化

民生用燃料電池
導入支援補助金
（H21年度～）

民生用燃料電池
導入支援補助金
（H21年度～）

実証事業

年代

PEFCシステム
技術開発

（H12-16年度）

PEFCシステム
技術開発

（H12-16年度）

PEFCシステム
普及基盤整備

事業（H12-16年度）

PEFCシステム
普及基盤整備

事業（H12-16年度）

水素社会構築
共通基盤整備事業

（H17-21年度）

水素社会構築
共通基盤整備事業

（H17-21年度）

PEFC実用化
戦略的技術開発
（H17-21年度）

PEFC実用化
戦略的技術開発
（H17-21年度）技術開発事業

定置用燃料電池
実証研究

（H14～16年度

定置用燃料電池
実証研究

（H14～16年度

定置用燃料電池
大規模実証研究事業

（H17-20年度）

定置用燃料電池
大規模実証研究事業

（H17-20年度）

2010（H22年）2005（H17年）2000（H12年）

基盤整備。技術実証段階基盤整備。技術実証段階 導入段階導入段階 市場化（初期商用化市場化（初期商用化

民生用燃料電池
導入支援補助金
（H21年度～）

民生用燃料電池
導入支援補助金
（H21年度～）

実証事業

年代

PEFCシステム
技術開発

（H12-16年度）

PEFCシステム
技術開発

（H12-16年度）

PEFCシステム
普及基盤整備

事業（H12-16年度）

PEFCシステム
普及基盤整備

事業（H12-16年度）

水素社会構築
共通基盤整備事業

（H17-21年度）

水素社会構築
共通基盤整備事業

（H17-21年度）

PEFC実用化
戦略的技術開発
（H17-21年度）

PEFC実用化
戦略的技術開発
（H17-21年度）技術開発事業

定置用燃料電池
実証研究

（H14～16年度

定置用燃料電池
実証研究

（H14～16年度

定置用燃料電池
大規模実証研究事業

（H17-20年度）

定置用燃料電池
大規模実証研究事業

（H17-20年度）

2010（H22年）2005（H17年）2000（H12年）

基盤整備。技術実証段階基盤整備。技術実証段階 導入段階導入段階 市場化（初期商用化市場化（初期商用化

民生用燃料電池
導入支援補助金
（H21年度～）

民生用燃料電池
導入支援補助金
（H21年度～）

実証事業

年代

PEFCシステム
技術開発

（H12-16年度）

PEFCシステム
技術開発

（H12-16年度）

PEFCシステム
普及基盤整備

事業（H12-16年度）

PEFCシステム
普及基盤整備

事業（H12-16年度）

水素社会構築
共通基盤整備事業

（H17-21年度）

水素社会構築
共通基盤整備事業

（H17-21年度）

PEFC実用化
戦略的技術開発
（H17-21年度）

PEFC実用化
戦略的技術開発
（H17-21年度）技術開発事業

＊ＰＥＦＣ：固体高分子形燃料電池 

20 
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 国プロの下、 2005-08年度の4年間で3,307台の家庭用燃料電池をフィールド
設置し、システムの性能、信頼性、環境性を実証。メーカがシステムを提供し、
エネルギー会社がフィールド実証。 

家庭用燃料電池の大規模実証プロジェクト 

21 

ただ、狙いはそれだけ
では無い！ 

年間1.2ton（平均）の
CO2改善効果とリアル
環境下での運転信頼
性を検証した 
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大規模実証の真の狙いと効果とは 

海外中心に、大規模実証事業についてよく聞かれたこと； 
何故、そんなクレージーな台数規模をやる必要があるのか？ 
 
⇒これだけの台数をやってこそ、企業が量産化・販売・メンテ構築準
備が整い商用化へ移行ができた！ソフトランディングが出来た！ 

検証 

•05-08年で、東芝として約800台を納入 

•最長サイト運転30kh→研究所で継続運転 45kh 

•大規模実証で、全1千万時間以上の運転経験 

•CO2削減 ＞1.2ton/年を実証 

開発 
•性能：発電効率>35%／総合効率 >85% 
•耐久性：４万時間(‘09)  
•信頼性：年間故障率5% 
•コストダウン：04→09年で1/8までCD 
•燃料多様性：NG & LPG、更に12A、天然ガス 
•軽量化：104kg（国内最軽量） 
•低騒音：<40dB 

商用化準備 

•製造プロセス準備 

•エネルギー会社とメンテナン＆販売準備 

•認証取得 

 

すなわち、、、、 
大規模実証事業への参画は、実証Pjに止まらず、企業にとって事業化のリアルプラック
ティスであり、死の谷制覇の絶対プロセスであった。 

!!! 

4年間で3300台設置・ 
検証したんだ。 
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商用化実現に向け協調領域の扉を開いたNEDO補機Pj 

競争         協調 
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今の延長線で、商品
化に向けたコストダウ

ンは可能か？ 

補機類が最もコスト
比率が高い。ここは
オープン化共同開

発が可能！ 

 

• 地方での活動説明・研究会の
呼びかけ 

地方行脚  

•仕様の共通化とMETI公開 

補機仕様オープン 
 

・補機ﾒｰｶから、 

ｼｽﾃﾑﾒｰｶへの 

要望提言 

術者が先生 

システムメ－カメ 

補機道場 

最先端機器の 

開発・製品化ジレンマ 
国と民間が連携した市場化戦略検
討会で新しい動き(平成16年秋) 

平成17年、意欲的補機メーカの参画を得て補機Pjがスタート 

競合         融合 

囲い込み      オープン 
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補機Pjの活動概要と成果 

革新的連携Pjで、大きな成果を達成 

性能：高効率目標を達成する回転機、イン
バータの開発 

耐久性：４万時間以上の耐久性に目処（従
来の３倍以上） 

コスト：従来見込みの１/４に大幅低減（75％
コストダウン） 

エネファームの回転機、弁、セン
サーの７割に、本成果品を適用 
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8種類の共用化機器に対し、明確な開発目標（コスト、耐久性など）を設定。 

NEDOプロジェクト下で、総勢約40社が連携し5年間・２フェーズで活動展開。 

流量計

弁類

ポンプ
電池本体

水素製造
装置

インバータ

貯湯
ユニット

機械系
周辺機器

圧力計

ブロワ

水処理装置

熱交換器

インバータ

【フェーズ１】 【フェーズ２】

流量計流量計

弁類弁類

ポンプポンプ
電池本体

水素製造
装置

インバータ

貯湯
ユニット

機械系
周辺機器

圧力計圧力計

ブロワブロワ

水処理装置水処理装置

熱交換器熱交換器

インバータインバータ

【フェーズ１】 【フェーズ２】

差別化機器 

共用化機器 

開発体制の一例（平成18年度時点） 開発対象とした８種類の補機 

完全な横串 
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製品開発視点の短期決着型Pj 
早急の製品ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸが必須⇒初期商用化を狙った対象と数値目標を明確化 

Phase2にて新たに３機種を追加

Phase1での共通仕様設定

Phase2にて新たに３機種を追加

Phase1での共通仕様設定

燃料電池
Stack

AC/DC
DC/AC

インバータ
EMI
ﾌｨﾙﾀ

制御回路

LCﾌｨﾙﾀ
連系
ﾘﾚｰ

電圧
ｾﾝｻ

電流
ｾﾝｻ

系統電源
単相3線式
100/200V

電力変換装置(パワコン)

DCﾘﾝｸ部
電圧

AC
電流

DC/AC

高周波
絶縁

DC/DCコンバータ

燃料電池用パワーコンディショナの構成例

DC/DCｺﾝﾊﾞｰﾀ
の開発が重要

DC15V DC300V
～400V

太陽光用は
約DC100～

400V

各開発機器の範囲も明確化 Pj目標は共通仕様化しMETI/NEDOより公開 

補機プロとはどんなPjだったのか？；その効果と評価 (1/3) 

複数社競合しての製品開発視点故に、
成果の明確化が重要 

   機器毎に補機メーカの開発成果を 
 定量評価（水平連携の厳しいところ） 

 

 

表2.２ 開発成果サマリー表

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社
電磁駆動

ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ式
ﾓｰﾀ駆動

ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ式
ﾓｰﾀ駆動
ﾍﾞﾛｰｽﾞ式

電磁駆動
ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬｰ式

揚程 ｋＰａ 15（45） 10（40）

流量 ＮＬ／ｍｉｎ 4 ○ ○ ○ 0.8 ○

揚程 ｋＰａ 20（50） 12（45）

流量 ＮＬ／ｍｉｎ 5 ○ ○ ○ 1.5 ○

揚程 ｋＰａ 5(20) 3（15）

流量 ＮＬ／ｍｉｎ 0.4 ○ ○ ○ 0.1 ○

定格 Ｗ

騒音値 定格 ｄＢ（Ａ） 40ｄＢＡ以下
○

32ｄＢA
（暗騒音約22dBA）

○
一次目標仕様：33ｄB(A)
二次目標仕様：35ｄB(A)

（暗騒音27～28dBA
一次二次目標共に15台Ave.）

○
36～39ｄBA

（暗騒音26～27ｄＢA）
40ｄＢＡ以下

○
39dBA

（暗騒音約20dBA）

質  量 ポンプ本体 ｋｇ 1.5kg以下
○

1.42kg
○

1.16kg
○

1.2ｋｇ
1.0kg以下

○
0.62kg

ｈ 40,000hr以上
○

加速試験で確認
○

加速試験で確認
△

見込みあり（試験中）
40,000hr以上

○
加速試験で確認

－ ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑと吸入・吐出弁 ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ,軸受・吸吐出弁 ベローズと軸受 － プランジャ摺動面

￥ \7,000 Ａ Ｂ Ｂ \3,000 Ｄ

％ 100 93 87 85 100 72

1次仕様　○
4.69Ｗ※28台Ave.

2次仕様　○
9.44W※12台Ave.

1次仕様　△
5.8～6.0Ｗ※8台

2次仕様　－

耐久性

価　格（10,000台/年）

　　　　劣化部位の特定

5（10）

総合達成度（仕様、耐久性、コスト）

１次仕様　△
2.1W

２次仕様　△
5.5W

定格負荷運転

最大負荷運転

最小負荷運転

　　項　　目 単位

2（5）

目標仕様

燃料昇圧ブロワ

目標仕様

選択酸化空気ブロワ

消費電力仕様

1次仕様　○
4.8W※9台Ave.
2次仕様　－

Phase1における成果サマリーの一例： 
 燃料容易ブロワおよび選択酸化空気ブロワ 
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一種のProcess Innovation Pjである 
Innovationが、より格段に良い製品を生んだ！ 

補機プロとはどんなPjだったのか？；その効果と評価 (2/3) 
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図1.2.1 補機動力損の全体状況

最終見込値

目標値

トータル補機動力
損の目標は維持

当初見込み（41万円）
に対し１１万円のコスト
ポテンシャル達成 

回転機の効率も向上
（補機損 56W目標に
対し、53.8W達成) 

 Pj成果が製品となって活かされるかが鍵 
 全システムメーカが本Pjでの開発機器の何らかを採用。 

H19年時点での、回転
機、弁、センサーについ
て、確定適用率＝６
８％。将来の可能性まで
含めると８５％。 
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革新的連携Pjは、企業単独活動では成し得ない新しい連携を生んだ 
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①①ﾍﾞﾝﾁｬｰのﾍﾞﾝﾁｬｰの
NEDO  PjNEDO  Pj新規新規

参画参画

機器要素技術
ｻﾌﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ1

機器要素技術
ｻﾌﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ1

②②補機ﾒｰｶとﾍﾞ補機ﾒｰｶとﾍﾞ
ﾝﾁｬｰの連携ﾝﾁｬｰの連携

機器要素技術
ｻﾌﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ1

機器要素技術
ｻﾌﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ1

機器要素技術
ｻﾌﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ1

機器要素技術
ｻﾌﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ1

②②補機ﾒｰｶとﾍﾞ補機ﾒｰｶとﾍﾞ
ﾝﾁｬｰの連携ﾝﾁｬｰの連携

・・
機器

ﾍﾞﾝﾁｬｰL

③③ﾍﾞﾝﾁｬｰﾍﾞﾝﾁｬｰ
新連携新連携

燃料電池の周辺機器開発に対する、さまざまな企業の参画チャンス 

意欲ある地方中小ベンチャーとの連携の可能性 

                      ⇒新しい産業創生の可能性 

 縦串から横串＆マトリックス構造への展開 

 自律的且つ創発的な連携実現への期待 

連携強化から新しい産業創生への期待 

 補機Pj期間（H17-21年度）期間中25回に及ぶ連携関連講演、および地方研
究会（相模原、長野など）への参画 

補機プロとはどんなPjだったのか？；その効果と評価 (3/3) 
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将来展望に関する本音の議論 

議論から見えてきたコスト見通し 

FCCJ＊企業連携活動：本格普及機実現に向けた次世代技術検討 

              ＊FCCJ：燃料電池実用化推進協議会 

本格普及に向けての議論 

エネファームを本格普及させる
ための最大の課題はコスト。目
標達成に向けての共通の取組
課題は何か！ 

H18/8 NEDOとの事前検討 

H18/11 FCCJとして次世代取組課題の
検討を本格始。 

５作業会を母体に、取り組み課題の具
体化・提言に向けて、大学や関連企業
との連携も図りつつ幅広く活動。 

H21年度以降に向けた技術課題・取組ﾃ
ｰﾏ検討 
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検討プロセスの流れ 

２．コスト分析 
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5 作業会で、技術専門家による
コスト分析 

４．CD効果：概算見込み 
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全体整合性と効果の積上げ 
 ⇒CDポテンシャルを概略見通し 

システム（とくにｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ）と要
素技術の両側面から洗い出し 

３．CD案抽出 

企業間連携での活動主体仕様・構成の検討等貯湯ﾕﾆｯﾄの低ｺｽﾄ化検討S1ｼｽﾃﾑ系

新規ＰＪｺﾝﾀﾐﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化→低コスト化代替材料使用材料の最適化・標準化M3

現行補機PJの延長線上ｶﾞｽ凝縮器、水－水熱交器熱交換器共用化開発M2

現行補機PJの延長線上LCCを踏まえた低ｺｽﾄ水処理装置・樹脂水処理装置開発M1機械系

現行補機PJの延長線上現状Qﾌｧｽﾅｰの更なる低コスト化本格量産における低ｺｽﾄ継手の開発M4

現行補機PJの延長線上MIPISに類したﾏﾙﾁ配管、それに応じた

機器類
機械系機器・配管のﾓｼﾞｭｰﾙ化研究M5

FCCJ系統連系検討会で検討基準・規格化、認証試験、系統連系環境
整備

普及環境面からの低ｺｽﾄ化検討E2

（継続議論中）低ｺｽﾄ化ｲﾝﾊﾞｰﾀ標準ｲﾝﾊﾞｰﾀ開発E1b

現行補機PJの延長線上低電圧－大電流ｲﾝﾊﾞｰﾀ(効率維持)ｲﾝﾊﾞｰﾀ系のﾓｼﾞｭｰﾙ・ｻﾌﾞﾓｼﾞｭｰﾙの
共用化開発

E1a電気系

新規PJあるいは補機PJの延

長線上

ATR方式等の高効率改質系本格量産に向けた低ｺｽﾄ化改質系開
発

F2

現行改質触媒開発PJのｽｺｰﾌﾟ

拡大

ﾒﾝﾃﾌﾘｰ脱硫剤、高活性ｼﾌﾄ触媒、ATR

改質触媒、耐酸化性向上、ﾊﾟｰｼﾞ技術等
改質系触媒開発F1改質系

（未定）低コスト化・高温運転対応炭化水素系膜の劣化ﾒｶﾆｽﾞﾑ解析C5

（未定）例えばPt<1g/kW低白金MEAの高性能・高耐久性研

究

C4

新規PJシステム低コスト化ｺﾝﾀﾐﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化と高ｺﾝﾀﾐ耐性電池
研究開発

C3

現行ﾛﾊﾞｽﾄPJのｽｺｰﾌﾟ拡張温度80～90℃、無加湿～RH30%高温・低加湿対応スタックの開発C2

新規PJCO=2000ｐｐｍ耐性高CO耐性PEFCの研究開発C1電池

本体

国プロ化の要望目的・開発内容等開発テーマ案No.分野

企業間連携での活動主体仕様・構成の検討等貯湯ﾕﾆｯﾄの低ｺｽﾄ化検討S1ｼｽﾃﾑ系

新規ＰＪｺﾝﾀﾐﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化→低コスト化代替材料使用材料の最適化・標準化M3

現行補機PJの延長線上ｶﾞｽ凝縮器、水－水熱交器熱交換器共用化開発M2

現行補機PJの延長線上LCCを踏まえた低ｺｽﾄ水処理装置・樹脂水処理装置開発M1機械系

現行補機PJの延長線上現状Qﾌｧｽﾅｰの更なる低コスト化本格量産における低ｺｽﾄ継手の開発M4

現行補機PJの延長線上MIPISに類したﾏﾙﾁ配管、それに応じた

機器類
機械系機器・配管のﾓｼﾞｭｰﾙ化研究M5

FCCJ系統連系検討会で検討基準・規格化、認証試験、系統連系環境
整備

普及環境面からの低ｺｽﾄ化検討E2

（継続議論中）低ｺｽﾄ化ｲﾝﾊﾞｰﾀ標準ｲﾝﾊﾞｰﾀ開発E1b

現行補機PJの延長線上低電圧－大電流ｲﾝﾊﾞｰﾀ(効率維持)ｲﾝﾊﾞｰﾀ系のﾓｼﾞｭｰﾙ・ｻﾌﾞﾓｼﾞｭｰﾙの
共用化開発

E1a電気系

新規PJあるいは補機PJの延

長線上

ATR方式等の高効率改質系本格量産に向けた低ｺｽﾄ化改質系開
発

F2

現行改質触媒開発PJのｽｺｰﾌﾟ

拡大

ﾒﾝﾃﾌﾘｰ脱硫剤、高活性ｼﾌﾄ触媒、ATR

改質触媒、耐酸化性向上、ﾊﾟｰｼﾞ技術等
改質系触媒開発F1改質系

（未定）低コスト化・高温運転対応炭化水素系膜の劣化ﾒｶﾆｽﾞﾑ解析C5

（未定）例えばPt<1g/kW低白金MEAの高性能・高耐久性研

究

C4

新規PJシステム低コスト化ｺﾝﾀﾐﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化と高ｺﾝﾀﾐ耐性電池
研究開発

C3

現行ﾛﾊﾞｽﾄPJのｽｺｰﾌﾟ拡張温度80～90℃、無加湿～RH30%高温・低加湿対応スタックの開発C2

新規PJCO=2000ｐｐｍ耐性高CO耐性PEFCの研究開発C1電池

本体

国プロ化の要望目的・開発内容等開発テーマ案No.分野

 ５作業分野か
ら、全15テーマ
１次案の抽出と
分類分け 

既存活動・研究テーマ 今後の研究テーマ（H19年度以降） 

既存国ﾌﾟﾛの延長・拡大 

新規国プロ 

企業間連携で推進 

C２：高温・低加湿対応スタックの開発

M1,2,4,5：水処理、熱交、継手、ﾓｼﾞｭｰﾙ化開発

F1：改質系触媒開発

NEDO　ロバストPj

NEDO　補機Pj

NEDO　改質系触媒Pj

E1：ｲﾝﾊﾞｰﾀ系ﾓｼﾞｭｰﾙ共用、標準ｲﾝﾊﾞｰﾀ開発

E2：普及環境面からの低ｺｽﾄ化検討

M3：仕様材料の最適化・標準化

C3:ｺﾝﾀﾐﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化と高ｺﾝﾀﾐ耐性電池開発

C1,4,5:高CO耐性、低白金、炭化水素膜など電池開発

F2：本格量産に向けた低ｺｽﾄ改質系開発

S1:貯湯ﾕﾆｯﾄ（排熱利用系）の低ｺｽﾄ化検討

FCCJ　系統連系検討会

既存活動・研究テーマ 今後の研究テーマ（H19年度以降） 

既存国ﾌﾟﾛの延長・拡大 

新規国プロ 

企業間連携で推進 

C２：高温・低加湿対応スタックの開発

M1,2,4,5：水処理、熱交、継手、ﾓｼﾞｭｰﾙ化開発

F1：改質系触媒開発

NEDO　ロバストPj

NEDO　補機Pj

NEDO　改質系触媒Pj

E1：ｲﾝﾊﾞｰﾀ系ﾓｼﾞｭｰﾙ共用、標準ｲﾝﾊﾞｰﾀ開発

E2：普及環境面からの低ｺｽﾄ化検討

M3：仕様材料の最適化・標準化

C3:ｺﾝﾀﾐﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化と高ｺﾝﾀﾐ耐性電池開発

C1,4,5:高CO耐性、低白金、炭化水素膜など電池開発

F2：本格量産に向けた低ｺｽﾄ改質系開発

S1:貯湯ﾕﾆｯﾄ（排熱利用系）の低ｺｽﾄ化検討

FCCJ　系統連系検討会

５．活動テーマ案抽出 

重要テーマの具体化重要テーマの具体化

研究目的研究目的

研究内容研究内容

国プロ化の必要性国プロ化の必要性

開発体制（事業体制）開発体制（事業体制）

研究計画研究計画

予算予算

１次レベルでのテー
マ案の抽出 

１次案としての15テーマ 

各テーマ案の分類分け 

１．現状認識：コストギャップ認識 

目標50万円 vs. 見込90-100
万円  ⇒2倍のｺｽﾄﾀﾞｳﾝ努力
が必要 

 システムメーカが中心となり、30名以上の専門技術者にて、現状認識・分析・CD
案抽出・効果見込み推定を経て、１５の一次テーマ案を抽出  
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1. 家庭用燃料電池とは？ 

2. 全体の取組経緯と現況 

3. 東芝Grにおける取組状況 

4. 世界を先導した商用化実現の背景 
        (事例；NEDO Pj、FCCJ取組紹介） 

5. 今後の展望 

内容 
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市場拡大に向けての技術課題 

エネファーム 

機器自身
の改良 

適用多様化 

集合住宅 寒冷地対応 

水素社会
適用 

家電との連携 

小型化・設置性向上 
供給燃料/排気対応 -20℃に対応 

低コスト化 
省エネ性 
設置性向上 

・LNG、LPG、NG、１２Aなど各種燃料ガス
への対応 

太陽光発電

水力発電

風力発電

水素

燃料電池

水分解 改質

石油

ＬＰＧ

バイオマス 廃棄物
発電 発酵・ガス化

熱分解
原子力発電余熱利用

天然ガス

Toshiba Fuel Cell Power Systems Corporation

電気エネルギー

CCSとの組み合わせ

再生可能エネルギー

燃料多様化 

高信頼電源 

3･11以降の 

パラダイムシフ
ト 

海外展開 
・欧米・韓国などの海外展開 

コアであるエネファームを製品としてより良いもの、より強いものに 
   ⇒一層のCD、高性能化、コンパクト化、メンテ性向上 
アプリケーション拡充（自立機能、集合住宅、純水素機展開など） 
市場拡大（海外展開など） 
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本格普及品（自動車、パソコン）  

   

 

エネファーム本格商用機に向けた意識 

 

 

 

 Technical InterestとCommercial Interestの両立視点でのコンセンサス 

 将来のあるべき姿（製品の姿）を見据えた開発の継続（基盤研究含む） 

 競争領域と協調領域を意識 ⇒ 協調領域については共用化・標準化・オープン化を前向
きに推進（但し、この領域は普遍的では無い） 

 製品力を強める仕様と、その中で低コスト化を中心としたシステムインターフェースのある
べき姿を議論。国際化も視野に入れ、標準化を推進すること。 

［業界取組・企業連携視点から
］ 

エネファームをより良い・強い製品に（ダーウィンの海を越えられるか） 

 標準化・共用化による低コスト化とコア部分の差別化がバランス良く進み、その結
果、それら製品にはシステム構成としてあるいは仕様においての機能美を有する 

ｴﾈﾌｧｰﾑは、 
今ここに居る 

技術開発 製品開発 
事業化確立 

・拡充 
商品開発 

 ベンチマーク視点⇒他社に勝てるか（vs. 競合他社）他の類似製品に勝てるか（vs. エコ
キュート、エコウィルなど） 

 そもそも論としての市場性・製品魅力⇒従来電気やお湯に勝てるか（vs. 従来発電・給湯シ
ステム） 

 それらに対抗できる・魅力ある製品ができるか。オペレーション（造って、売って、メンテ
してが）できるか。それで、稼げるか。 

［一企業として本格事業化に求められるものとは］ 

32 
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アプリケーションの拡充 
当面、以下に注力 
     ①自立機の拡充           ②集合住宅展開    ③純水素型機 

自立機は、機能＆コストでシリーズ化 集合住宅向けは、PS収納にも対応
した商品の早期リリース 

グランドメゾン大濠Parkい設置機 北九州水素タウンに設置の純水素機 

地方自治体とも連携した純
水素機Pjの具体化 

市場拡大：海外展開 
欧州では、日本の実績から、日欧連携への期待が大きい中、大手ボイラー企業
BDR＆BAXI Innotechとの連携を軸に欧州展開 
 ・東芝FCP： 

国内エネファームを最大限活用して欧州
仕様のFCﾕﾆｯﾄを開発、BIへ販売 
 
・BAXI Innotech社： 
FCﾕﾆｯﾄの他にボイラ、タンクユニット、
周辺設備からなる全体システムを構築 
東芝FCPの欧州仕様機開発サポート 
BDRのグループ力を活かし、販売・メンテ
ナンスを推進 

ボイラーメーカ

ﾎｰﾙｾﾗ
ｰ

ｲﾝｽﾄｰﾗ ｲﾝｽﾄｰﾗ

ﾎｰﾙｾﾗ
ｰ

ｲﾝｽﾄｰﾗ

ｴﾈﾙｷﾞｰ
会社

顧客 顧客 顧客

電気・ガ
ス契約

日本と違う商流から、欧州
ではボイラーメーカと連携
が得策 

33 
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エネファームの将来の市場規模は？ 
エネファームの市場化はまだまだ始まったばかり 

市場規模（ガス・電気)： 

  300万台/年 

エコジューズ： 

  堅実に市場を拡大 

エコキュー： 

  過去10年で累積300万台 

  現在、50万台/年 

日本の給湯器市場 
FC産業の見通し 富士経済（2010/2/3) 

163億円 

2009年 

1.6兆円 

住宅用 5,000億円 

自動車用 １兆円 

2025年 99倍に急増!! 

～2018年 住宅用が牽引 

FC産業の見通し 富士経済（2013/3/25) 

854億円 

2010年 

2025年 

5兆円のFC市場 
 

家庭用 

2015年 1000億円超 

25年 1兆円超 
FC市場は急増!! 

～2018年 住宅用が牽引 

エネファームの市場性は不透
明なるも、より良い製品を提
供することで、50万台／年以
上の市場形成は可能。 

       ＋ 
その先の海外市場 

エネファームの市場ポテンシャル 
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燃料電池のある未来社会 

CVCS

FC +

FC

FC

FC

FC

スーパー

FC

夜間電力の貯湯
システム

オフィスビル

マンション

コンビニ

ビジネス
ホテル

スーパー

ガス温水
ボイラー

病 院

+

無人中継局
エレベータ

CVCF

FC +

直流配電

病院 

マンション 

ビジネスホテル 

家庭用 

ショッピングセンター 
スポーツクラブ 
ビジネスホテル 

- - - 

集合住宅 

直流電源応用 

バイオガス応用 

ライフスポット 

その他の用途 

ｺｰｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ 
高信頼性 

電源システム 

ＵＰＳ＋ＦＣシステム 

ＧＣ/ＧＩ切換システム 

電力貯蔵システム 

通信用電源 

フォークリフト 
列車 

乗用車・バス 

ノートＰＣ・ＰＤＡ 
携帯電話 

モバイル機器 

交通システム 

ポータブル機器 

 

オフィスビル 
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